
総合知の活用事例： RISTEX 『SOLVE for SDGs』
「研究者」と地域で社会課題に取り組む「当事者」の共創による研究開発 (1/2)
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RISTEX（社会技術研究開発センター）
 「社会のなかの科学・社会のための科学」※の理念の下、 SDGsを含む社会課題の解決や新たな科学技術の社会実装に

関して生じる倫理的・法制度的・社会的課題 （ELSI）への対応に資する社会技術の研究開発を、提案募集し採択した複数
のプロジェクトによって推進。

 人文・社会科学及び自然科学の様々な分野の研究者と社会の問題解決に取り組む「関与者」（ステークホルダー）が協働
するためのネットワーク構築を支援し、学問知だけでなく現場知も活用した研究開発に取り組んでいる。

※平成11年『世界科学会議』で発表された「科学と科学的知識の利用に関する世界宣言」（ブダペスト宣言）における新たな理念の一つ。

＜研究開発プログラムの一例＞

【プログラムの目標】

 STI（科学技術イノベーション）を活用して特定の地域

における社会課題を解決し、その成果を事業計画に

までまとめ上げ、国内外の他地域に展開可能なソリュ

ーションとして提示すること。

 研究と社会課題を抱える現場を確実に結びつける

ために、「研究代表者」と地域で実際の課題解決に

あたる「協働実施者」の共同提案を必須に設定。

 自然科学や人文・社会科学の知識や技術、さらには

ステークホルダーとの対話・協働を通じて得られる

「現場知・地域知」なども活用し、「シナリオ創出フェ

ーズ」と「ソリューション創出フェーズ」の二段階構成

でSDGsの達成に資する成果の創出をめざす。

（令和元年度よりプログラム開始）



研究開発のアプローチ
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＜研究開発プロジェクトの一例＞

福祉専門職と共に進める「誰一人取り残さない防災」の全国展開のための基盤技術の開発
・研究代表者：立木茂雄（同志社大学 社会学部 教授） ・協働実施者：村野淳子（別府市 防災局 防災危機管理課 防災推進専門員）

SOLVE for SDGs ソリューション創出フェーズ

解決すべき社会課題 研究開発の概要 達成すべきゴール

 災害時に障がい者や高齢者に被害が集中
する「災害弱者問題」は、平時の保健・福祉
と災害時の防災・危機管理の取組の縦割
り・分断に根本原因がある。

 その解決には、平時から福祉と防災を切
れ目なく連結し、障がい者や高齢者と相談
しながら個々の身体状態等に応じた「災害
時ケアプラン」を作成できる福祉専門職の
育成が必要であるが、そのための基盤技
術の開発には至っていないのが現状。

 障がい者や高齢者など要配慮者の平時の保健・福祉サービス等
利用計画を策定する相談支援専門員や介護支援専門員が、災害
時の個別支援計画についてもプラン案を作成し、地域住民との
協議の場で要配慮者と近隣住民をつなぐ役割を担うことを目的
に別府市で開発されてきた「別府モデル」を全国展開するための
基盤技術を開発。

 災害被害シミュレーションに基づく生活機能アセスメントツール
のアプリ化、地域プラットフォーム形成技術の確立などとともに、
災害時ケアプランを作成できる福祉専門職の育成プログラムを
構築し、プラン作成の報酬化についての制度改正に関して自治
体と共に提言をまとめる。

 災害時の個別ケアプランを立案
できる福祉専門職人材の養成と
全国展開・社会制度化による
「誰一人取り残さない防災」の実現。

人文・社会科学
（社会学、社会福祉学、

人文地理学、社会心理学）

自然科学
（防災工学、情報学、
社会システム工学）

現場知・地域知
（自治体、NPO、福祉専門職、

社団法人、要配慮者、地域住民など）

多様な知の
組合せと、
自治体・住
民・NPO等
様々なｽﾃｰｸ
ﾎﾙﾀﾞｰとの
共創により、
研究開発と
社会実装を
推進

・同志社大学
・新潟大学
・大阪公立大学
・慶応義塾大学
etc

・東北大学
・九州大学
・防災科学技術研究所
・（株）おかのて
・ESRIジャパン（株）
・日本総合システム（株）
etc

・別府市 ・兵庫県 ・兵庫県社会福祉士会
・滋賀県 ・日本相談支援専門員協会
・全国災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ支援団体ﾈｯﾄﾜｰｸ
・認定ＮＰＯ法人 ゆめ風基金
・ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ研究所 ・国際協力機構（JICA）
・国立障害者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ研究所
・NHK厚生文化事業団 etc

避難行動要支援者の
避難訓練の様子

「自分でつくる
安心防災帳」アプリ

プロジェクト実施期間：令和元年11月～令和5年3月

総合知の活用事例： RISTEX 『SOLVE for SDGs』
「研究者」と地域で社会課題に取り組む「当事者」の共創による研究開発 (2/2)
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・ RISTEXは、2001年の設立以来、「社会のなかの科学・社会のた
めの科学」※の理念の下、 「社会技術」を「自然科学と人文・社会
科学の複数領域の知見を統合して新たな社会システムを構築して
いくための技術」 と捉え

＞「SDGsを含む社会課題解決」
＞「新たな科学技術の社会実装に関して生じる倫理的・法制度的・

社会的課題（ELSI）への対応」

に資する社会技術の研究開発を、提案募集し採択した複数のプロ
ジェクトによって推進してきた。

・ 人文・社会科学及び自然科学の様々な分野の研究者と社会の
問題解決に取り組む「関与者」（ステークホルダー）が協働するための
ネットワーク構築を支援し、学問知だけでなく現場知も活用した
研究開発に取り組んでいる。

■RISTEXが重視すること（抜粋）

・社会の具体的な問題を解決するための取り組み

・人文・社会科学・自然科学にわたる科学的知見を用いた分野横断型の取り組み

・具体的な現場における社会実験を行い、問題解決に役立つ新しい成果を作り出す取り組み

・具体的な成果を社会還元し、実用化することを強く意識した研究開発 2

RISTEXの取組概要

※平成11年『世界科学会議』で発表された
「科学と科学的知識の利用に関する世界宣言」
（ブダペスト宣言）における新たな理念の一つ。



領域・プログラム 実施期間 領域・プログラム 実施期間

2001 ～ ２００７ 2012 ～ ２０１７

２００１ ～ ２００７ ２０１４ ～ ２０１９

２００１ ～ ２００５ ２００７ ～ ２０２０

２００１ ～ ２００９ ２０１１ ～

２００３ ～ ２０１０ ２０１５ ～

２００５ ～ ２０１２ ２０１６ ～

２００７ ～ ２０１２ ２０１９ ～

２００８ ～ ２０１３ ２０２０ ～

２０１０ ～ ２０１５ ２０２１ ～

２０１０ ～ ２０１６ ２０２３ ～
3

RISTEXの過去領域・プログラム一覧
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RISTEXの研究開発推進

「人文・社会科学」「自然科学」「現場・地域」等
の有識者の皆様と

ヒアリング調査、アンケート調査、ワークショップ、
議論等を重ねて、テーマ設定、プログラム設計等
を進めている。

「人文・社会科学研究者」「自然科学研究者」
「現場・地域の実践者」等による

プロジェクト推進体制を組むことを申請要件等
としている。

「人文・社会科学研究」「自然科学研究」
「現場・地域」の有識者等による

マネジメントチームによるプロジェクトへの
伴走支援により成果創出を目指している。

自然科学研究者中心のJSTの他の事業
（ERATO、CREST、さきがけ等）と
人文・社会科学研究者中心のRISTEXと

事業間連携を推進し、双方の研究開発成果
の最大化を試みている。

社会の具体的な問題を解決する研究開発を推進するために、下図の５段階のステップを一連のサイクルとして

回すことにより、社会の問題解決に貢献し、新しい社会的・公共的価値を創出する事を目指している。

自治体やNPO、休眠預金活用組織、社会的投資資本
ネットワーク、クラウドファンディング、PFS/SIB等々の
様々な外部機関へ

研究成果を社会実装し、事業継続につなげるための
接続を試行している。



科学技術のELSIへの
包括的実践

研究開発プログラム

（令和2年度）

唐沢 かおり

科学技術イノベーション
政策のための科学

研究開発プログラム

（平成23年度）

人と情報のエコシステム
研究開発領域

（平成28年度）

シナリオ創出フェーズ

ソリューション創出フェーズ

（令和元年度）

関 正雄 國領 二郎 山縣 然太朗

（令和3年度）

浦 光博

社会的孤立・孤独の予防と多様
な社会的ネットワークの構築

SDGsの達成に向けた共創的研究開発プログラム
（SOLVE for SDGs）

社会的孤立枠 シナリオ
ソリューション RInCA HITE 政策

発足年度▶

略式名称▶

ロゴマーク▶

総 括 ▶
(Program Officer)

正式名称▶

（令和５年度）

デジタル
ソーシャル トラスト

社会的孤立・孤独の予防 新興科学技術のELSI対応 情報技術を人間を中心とした観点
で捉え直し、協調的に設計していく

エビデンスに基づく政策形成
（EBPM）

技術シーズ活用による
地域の社会課題解決

キーワード▶

RISTEXの研究開発領域/プログラム（現在）

デジタルソーシャル トラスト

湯淺 墾道

情報社会における
社会的側面からのトラスト形成
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STI（科学技術イノベーション）を活用して
特定の地域における社会課題を解決し、
その成果を事業計画にまでまとめ上げ、
国内外の他地域に展開可能なソリューションとして提示すること。

事業計画にまでまとめ上げSTIを活用して、
特定の地域における社会課題を解決

国内外の他地域に展開可能な
ソリューションとして提示

SOLVE for SDGs プログラムの目標（国内特定地域の社会課題解決）
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RISTEXの「総合知」活用事例 ： SDGsの達成に向けた共創的研究開発プログラム



・創出されたソリューションを成果の担い手が引き継ぎ、
特定地域への定着を図る。

・海外を含め他地域へ展開する活動を通じて
地域レベルでの実績を積み重ね、SDGsの達成につなげる。

創出されたソリューションを成果の担い手が
引き継ぎ、特定地域への定着を図る

海外を含め他地域へ展開する活動を通じて
地域レベルでの実績を積み重ね、
SDGsの達成につなげる

SOLVE for SDGs 研究開発が終了した後のビジョン
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・研究者と社会課題に取り組む
当事者が一緒に研究開発を実施

⇒研究と社会課題を抱える現場を確
実に結びつけるために、「研究代表
者」と地域で実際の課題解決にあた
る「協働実施者」の共同提案を必須
に設定。

・マルチステークホルダー共創に
よるプログラム推進

⇒自然科学や人文・社会科学の知
識や技術、さらにはステークホルダー
との対話・協働を通じて得られる 「現
場知・地域知」なども活用し、「シナリ
オ創出フェーズ」と「ソリューション創
出フェーズ」の二段階構成でSDGs
の達成に資する成果の創出をめざす。

SOLVE for SDGs プログラムのしくみ
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■プログラム総括
関 正雄 （放送大学 客員教授／損害保険ジャパン株式会社経営企画部 シニア アドバイザー）

■プログラム総括補佐
川北 秀人 （IIHOE[人と組織と地球のための国際研究所] 代表）

奈良 由美子 （放送大学 教養学部 教授）

■プログラムアドバイザー
浅田 稔 （大阪国際工科専門職大学 副学長／大阪大学先導的学際研究機構共生知能システム研究センター 特任教授）

岩田 孝仁 （静岡大学防災総合センター 特任教授）

河野 康子 （一般財団法人日本消費者協会 理事）

竹内 弓乃 （特定非営利活動法人ADDS 共同代表）

田中 泰義 （毎日新聞社 論説副委員長）

長澤 恵美子 （一般社団法人日本経済団体連合会SDGs本部 副本部長）

萩原 なつ子 （独立行政法人国立女性教育会館 理事長／NPO法人日本NPOセンター 代表理事）

平田 直 （東京大学 名誉教授）

廣常 啓一 （株式会社新産業文化創出研究所 代表取締役所長／帝塚山学院大学 社会連携機構 特任教授／大阪市立大学大学院 都市経営研究科 客員講師）

藤江 幸一 （千葉大学 理事）

松崎 光弘 （宮城学院女子大学 学長直属 特命教授／株式会社知識創発研究所 代表取締役）

山内 幸治 （NPO法人ETIC. シニア・コーディネーター／Co-Founder）

善本 哲夫 （立命館大学 経営学部 教授）

SOLVE for SDGs プログラムマネジメントチームの構成

【人文・社会科学等】
【自然科学等】
【現場知・地域知等】
※ 五十音順
※ R4．4現在
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人文・社会科学/自然科学の研究者、産業界/NPO等の実務家から構成されたマネジメントチームが、

プログラム総括の方針の下、研究成果の最大化ならびに社会実装に向けてハンズオンマネジメントを実施。



SOLVE for SDGs プログラム 採択プロジェクト
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■問題意識

・ 東日本大震災での障がい者死亡率の高さ
・ 各地被災地の避難所で障がい者の姿を見かけない・・・

・ 東北三県の全体死亡率に対し、障がい者死亡率は約2倍
・ 宮城県は在宅でサービスを受けている人が多く、それゆえに

被災時の支援が十分に届かなかった可能性。

・ 平時であれば相談支援専門員や介助者などの適切な支援
を在宅で受けられるが、ひとたび災害が起これば、1人の専
門職が全ての利用者を同時に支援することはできなくなる。

要支援者のことを熟知し、信頼されている福祉専門職が、
平時から家族や当事者と一緒に、福祉専門職が駆けつけら
れない災害時に近隣からの支援をあらかじめマッチングした
災害時ケアプランを作成しておくことが重要。

＜東日本大震災における全体死亡率と障がい者死亡率の比較＞

在宅ケアなど地域で暮らせ
る福祉のまちづくりに注力し
ていた宮城県において、障が
いのある人の死亡率は全体
の死亡率の倍近く（1.9倍）
となった。

一方、重度の障がいのある
人を施設でケアしていた岩
手県や福島県では1.2倍弱
程度だった。

出典：Tatsuki, S., Earthquake Spectra, Vol. 29, No. S1, pp. S403-S432, 2013

立木プロジェクトの概要
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RISTEXの「総合知」活用 プロジェクトの一例 ： SOLVE for SDGs 立木PJ

「福祉専門職と共に進める「誰一人取り残さない防災」の
全国展開のための基盤技術の開発」



■先行取り組み

・ 協働実施者の村野氏（別府市）が模索しながら進められ、
全国に先駆けて「個別避難計画作成事業（通称「別府モデ
ル」）」を確立されている。

・ 大きな特徴は、本当に避難すること、そして避難所で一定期
間過ごすことを想定し、避難所までの具体的な移動方法、
避難先で必要な設備などの綿密な計画を作り、さらに地域
ぐるみで避難訓練も行うことで、実行可能なプランにまで
落とし込む点

・ 村野氏は福祉や防災といった境界を越えて人と人をつなぐ
のが上手く、信頼関係を築けるように間に入って奮闘し、
実行可能な災害時ケアプランを作り上げていかれるが、
誰もが村野さんと同じ働きができるわけではない

全国で実装するカギは、村野氏の役割や技能を解析し、
各自治体で人材育成すること。

＜別府モデルの６つのステップ＞

立木プロジェクトの概要
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■RISTEXプログラムでの取り組み（１）

・ 村野氏の持つ「器量」「技量」の分析を行い、100以上のキーワード
を抽出し、境界間を連結し、境界間関係を運営・管理する
インクルージョン・マネージャー（IM)の要素※を定義。

※自分の所属・役割を越えて他部門・他分野の領域に『越境』し
関係者を『連結』し、『恊働』により物事を動かし、当事者の『参画』を促す
『越境―連結―恊働・参画』のサイクルを回す『技量』が重要！

・福祉専門職向けのi-BOSAIブックレットの刊行

・e-ラーニング教材やアプリの開発

・上記教材やツールを活用した福祉専門職に向けた研修実施

・バイブリッド形式のカリキュラムを開発し、インクルージョン・マネー
ジャー養成研修を全国に向けて実施

事業を定着させて、日本国内外に展開させていくための
仕組みや体制等が必要。

＜IMに求められる器量と技量の例＞

立木プロジェクトの概要

＜研修事業で利用する映像＞

＜安心防災帳アプリ＞

＜Webサイト＞

＜i-BOSAIブックレットシリーズ＞

＜福祉専門職に向けた防災対応力向上研修＞

＜インクルージョン・マネージャー養成研修＞
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■RISTEXプログラムでの取り組み（２）

・ 内閣府中央防災会議サブWGで別府市・兵庫県での取組
事例を紹介。全市区町村における個別避難計画策定の努力
義務化を含む災害対策基本法等一部改正（R3.5.20施行）
に貢献

・「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」
（新ガイドライン）で個別避難計画の作成SOPが7ステップ
で提示される。

・ 福祉の専門家が災害時ケアプランを作成すると報酬が加算
される制度開始

・ 兵庫県社会福祉士会を中心として、人材育成・研修事業を
持続可能な形で実施する体制整備

・ 同志社大学に「i-BOSAI研究センター」設立

・ 内閣府 個別避難計画作成モデル事業アドバイザーとして
自治体へアドバイス

・ JICA等と連携し、海外（南米、東南アジア等）へ展開

＜災害対策基本法等の一部改正＞

立木プロジェクトの概要
＜避難行動要支援者の避難行動

支援に関する取組指針
（新ガイドライン）＞

＜i-BOSAI HP＞ https://i-bosai.inclusive-drr.org/

＜同志社大学HP（i-BOSAI研究センター）＞



■課題

・ 自治体に「真に支援が必要な者」については、
市町村への個別避難計画の作成が義務化されたが
その事実について、きちんと認識していない自治体が
多く見受けられる。

■今後の取組

・ 事業を進めている自治体の行動から、ステップに沿った業務
実態をお手本として提示していく。

・ 業務が継続的に実施されるための「要綱・マニュアル」等の
行政文書や規定を作成する。

・ 行政内だけにとどまらない共有プラットフォームが設立される
ように促していく。

立木プロジェクトの概要

■今後の更なる取組

・ 事業が統括できる「統括IM」の育成

・ 統括を補佐する「エリアIM」の育成

・ 福祉専門職研修、IM研修、地域リーダー育成研修を
全国単位で実施

・ インクルーシブ防災先進国として、海外向け教材開発、
海外向け研修等の実施

15



立木プロジェクトの概要（参画者）
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■別府市展開■ 別府市

■他地域展開■ 兵庫県社会福祉士会
滋賀県
高島市
大津市

■専門職学び場■ 日本相談支援専門協会

■当事者による 認定NPO ゆめ風基金
アウトリーチ■ ダイバーシティ研究所

日本障害フォーラム加盟諸団体

■ツール開発■ 防災科学技術研究所
九州大学
東北大学
株式会社おかのて
ESRIジャパン株式会社
国立障害者リハビリテーションセンター研究所
日本総合システム株式会社

■IM研修仕組■ 同志社大学
慶応義塾大学
全国災害ボランティア支援団体NW
別府市
ダイバーシティ研究所

■福祉専門職研修■ 兵庫県社会福祉士会

■制度改正等検討■ 新潟大学
大阪公立大学
防災科学技術研究所
別府市

■安否確認システム■ 大阪公立大学
防災科学技術研究所

■海外展開■ JICA
エクアドル国
タイ国

【人文・社会科学等】

同志社大学
慶応義塾大学
新潟大学
大阪公立大学 等々

【自然科学等】

東北大学
九州大学
防災科学技術研究所
株式会社おかのて
ESRIジャパン株式会社
日本総合システム株式会社 等々

【現場知・地域知等】

別府市
兵庫県
滋賀県、高島市、大津市
兵庫県社会福祉士会
日本相談支援専門員協会
全国災害ボランティア支援団体NW
NPO法人ゆめ風基金
ダイバーシティ研究所
国立障害者ﾘﾊﾋ゙ ﾘﾃー ｼｮﾝｾﾝﾀー 研究所
JICA 等々

■研究代表者■ 同志社大学 ■協働実施者■ 別府市

多様な知の組合せと、自治体・住民・NPO等様々なステークホルダーとの共創により、研究開発と社会実装を推進



■多様な知の集め方

・ 自然に多様なステークホルダーが集まることは無く、複数個所への複数回にわたる“越境”を行い、
根回しを行い、場設定を行い、演出も設計して“連結”を目指し続けることで
ようやく、多様な知を集めることができた。

■新しい価値の生まれ方

・ 上記の“越境”や“連結”を行う際に、
具体的な助けたい人、助けるべき人として目に見える形で具体化しそれをナラティブに共有をすることで、
ステークホルダーのモチベーションやインセンティブを高めることで、新しい価値が生まれてきた。

立木プロジェクトでの、取り組み姿勢の基本は
「ステークホルダーがラグビーのスクラム（皆が泥をかぶりながら進めて行く）を組んで進める！」

立木プロジェクトの取組方（立木先生談）
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立木 茂雄
（同志社大学 社会学部 教授）



RISTEXの「総合知」による取り組み

・ RISTEXは、
「総合知」活用による研究開発事例や
「総合知」活用に向けた領域・プログラムの設計事例
などのグッドプラクティスを紹介するWebサイトを
2021年9月に開設。

・ 今後も引き続き、
複数の学問知の活用、アカデミアと現場の協働、
セクター横断の取組など、
「総合知」活用のあり方について俯瞰的な検討を
行いながら、社会課題の解決に資する研究開発を
推進してまいります。

https://www.jst.go.jp/ristex/variety/sogochi/index.html
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